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作成日：2026 年 5 月 1 日 

 

介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護 

「ウェルミー高根台」重要事項説明書 

 

１ 事業主体の概要 

法人名 株式会社長谷工シニアウェルデザイン 

法人所在地 東京都港区芝二丁目 9 番 10 号 

電話番号 03-5427-6480 

ＦＡＸ番号 03-5427-3171 

代表者氏名 代表取締役社長 久井 俊樹 

設立年月日 1991 年（平成 3 年）9 月 26 日 

 

２ 事業所の概要 

事業所の種類 介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護 

事業所の目的 介護保険法令に従い、共同生活住居において、要介護者が自立

した日常生活を営むことができるよう、家庭的な環境の下で、

サービス計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことを目的とします。 

事業所の名称 ウェルミー高根台 

事業所の所在地 千葉県船橋市高根台二丁目２番１７号 

電話番号 047-467-2561 

ＦＡＸ番号 047-467-2571 

介護保険事業所番号 １２９０９００２０６ 

管理者氏名 箕輪 愛、宮本 真弓 

事業所の運営方針 一人ひとりの心地いいをデザインし、３つの「間」の質を高め

続けていきます。 

「心地いい空間」「心地いい時間」「心地いい仲間」 

開設年月日 2009 年（平成 21 年）6 月 1 日 

定員 18 名 

居室の概要 

 

居室数 個室 18 室 12.71 ㎡～13.73 ㎡ 

（内法面積 9.2 ㎡～11.0 ㎡） 

居室内設備 洗面、トイレ（7 号室、13 号室のみ）、収

納、エアコン、照明器具 
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共用設備の概要 台所兼食堂 ２ヶ所 30.4 ㎡、31.5 ㎡ 

居間 ２ヶ所 15.3 ㎡、14.4 ㎡ 

浴室 ２ヶ所  7.7 ㎡(うち脱衣室 4.4 ㎡) 

    10.5 ㎡(うち脱衣室 4.4 ㎡) 

スタッフルーム １ヶ所 14.7 ㎡ 

共用トイレ ６ヶ所 1.62 ㎡～3.0 ㎡ 

玄関 １ヶ所 19.9 ㎡ 

倉庫 １ヶ所  9.7 ㎡ 

 

３ 職員体制と職務内容等 

（1）従業者の職種と職務内容 

2025 年 7 月 1 日現在 

職種※ 
常勤 非常勤 

合計 
常勤 

換算 
備考 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者  2   2 0.2 
介護職員 

と兼務 

計画作成担当者  1  1 2 0.6 
介護職員 

と兼務 

介護職員  4 8 1 13 9.9  

看護職員        

事務職員         

常勤換算 

常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該

事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（週 40 時間）

で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業

者の人数に換算した人数をいいます。 

（例）週 20 時間勤務の介護職員が 1 名、週 28 時間勤務の介護

職員が 2 名いた場合 

   （20 時間×1＋28 時間×2）÷40 時間＝2.0 人 

 

（2）勤務の体制 

勤務体制 管理者 8：00～17：00 

計画作成担当者 8：00～17：00 

介護職員 早番 

遅番 

夜勤 

8：00～17：00 

11：00～20：00 

17：00～10：00 

事務職員 9：00～18：00 
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４ サービスの内容 

入居者の状況に合わせ、できるだけ一緒に作業しながら本人に合った支援を行いま

す。 

種類 内容 

食事 原則として、入居者自身が買物から調理、後片付けを行え

るようスタッフがサポートいたします。 

排泄 入居者の状況に応じ、適切な排泄の見守り、介助並びに排

泄の自立援助を行います。 

入浴 入居者の状況に応じ、入浴の見守り、介助を行います。 

その他日常生活上の

世話 

寝たきり防止のため離床に配慮し、着替え、整容などのお

手伝い、寝具・シーツの交換、洗濯、健康管理、居室内の

清掃、生活相談、レクリエーション、行政手続きの代行、

金銭管理代行（お小遣い程度）、地域行事等への参加な

ど、生活全般の援助をします。 

機能訓練 離床援助、散歩、共同で行う家事などを通して、生活機能

の維持、向上に努めます。 

相談援助 入居者や家族からの相談、要望を受け、必要で可能な援助

を行います。 

個別的な外出介助 

家族から依頼があった場合、個別の外出や通院付き添いな

どの外出介助を行います。 

10分500円（消費税込550円） 

※30分以上の提供となります。 

※通院付き添いに係る職員の交通費は実費負担となります 

※日程については事前にご相談ください 
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５ 利用料金 

（１）入居時の費用 

敷金 金174,000円 

 敷金は全額預り金とし、原状回復費を差し引いた上、残額

を返金いたします。 

 

（2）介護保険 

 介護保険給付費の自己負担分をお支払いいただきます。 

自己負担分＝基本料金の自己負担額＋加算料金の自己負担額  

 

【介護保険基本料金】 

 介護給付費 

月額単位数 

要介護度別による 

介護報酬 
自己負担額※ 

要支援２ 22,470 単位／月 236,833 円 23,684 円 

要介護１ 22,590 単位／月 238,098 円 23,810 円 

要介護２ 23,640 単位／月 249,165 円 24,917 円 

要介護３ 24,360 単位／月 256,754 円 25,676 円 

要介護４ 24,840 単位／月 261,813 円 26,182 円 

要介護５ 25,350 単位／月 267,189 円 26,719 円 

注1）上記金額は月額を30日とし、法定代理受領の場合として計算しております。 

注 2）入居者が要介護認定を受けていない場合には、介護報酬の全額を一旦お支払い

いただき、要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻

されます（償還払い）。この場合、入居者が保険給付の申請を行うために必要と

なる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

注3）介護保険法改定により料金が変更になる場合があります。 

※自己負担額は１割を想定 

※別途、介護保険の加算が生じた場合は、自己負担額をお支払いいただきます。  
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（3）その他の費用 

住居費 月額  87,000 円 

管理費 月額   9.000 円（消費税込 9,900 円） 

食材料費 月額  33,000 円 

光熱水費 月額  16,500 円（消費税込 18,150 円） 

おむつ代 別途費用がかかります 

レクリエーション費 別途費用がかかります 

個別的な外出介助 

家族から依頼があった場合、個別の外出や通院付き添い

などの外出介助を行います。 

10分500円（消費税込550円） 

※30分以上の提供となります。 

※通院付き添いに係る職員の交通費は実費負担となりま

す 

※日程については事前にご相談ください 

健康診断料（年 1 回） 別途費用がかかります 

注 1）住居費、管理費および光熱水費は、入居日から契約終了日までお支払いいただ

きます。 

注 2）入居日、契約終了日が属する月は 1 ヶ月を 30 日とする日割り計算（1 円未満 

四捨五入）となります。 

注 3）7 日を超える入院の場合には、8 日目より食材料費に限り 1 ヶ月を 30 日とする

日割り計算（１円未満四捨五入）とします。 

注 4）コストの上昇等により料金が変更になる場合があります。。 

注 5）緊急時における通院付き添い等に係わる交通費は実費負担となります。 

注）税法に則り、消費税（税率 10％）を負担いただきます。 

 

（4）請求とお支払いの方法 

請求 ①介護保険自己負担分、その他の費用は、1 ヶ月ごとに請

求いたします。 

②請求書は、毎月毎の金額を明らかにした明細書を添え

て、電子又は郵送にて通知いたします。 

支払い ①介護保険自己負担分、その他の費用は、当月分を月末で

締めて預金口座振替（住居費・管理費の当月分および介

護保険自己負担分等その他の費用を、請求書記載の日付

に振替。金融機関休業日の場合翌営業日）によりお支払

いいただきます。 

②次月の請求書と一緒に領収証を発行しますので、大切に

保管してください。 
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６ サービス計画 

計画の策定 設置者は、入居者の状況に合わせて適切にサービスを提供

するため、入居者と協議の上でサービス計画を定めます。

サービス計画の内容については、書面を交付し、入居者及

びその家族等に説明し、同意を得た上で決定します。 

 

７ 苦情の窓口 

サービスの内容等に苦情・相談がある場合は、下記の窓口にご連絡ください。 

①事業主体の窓口 ○本社 ご入居者相談窓口 

 東京都港区芝二丁目 9 番 10 号 

 電話 0120-045485 FAX03-5427-3171 

○本社 個人情報管理係 

東京都港区芝二丁目 9 番 10 号 

 

②事業所内の窓口 ウェルミー高根台相談窓口 

・窓口担当者：管理者 

・窓口の設置：相談、苦情に対する常設の窓口として、相談

担当者を置いています。担当者が不在の時

には、担当者に必ず引き継ぎます。 

・ご利用時間：9：30～17：00 

（事情により即時に対応できない場合は、後

日回答となる場合があります。） 

・ご利用方法：電話（047-467-2561） 

又は直接窓口にて受付 

③市区町村等の窓口 ○船橋市健康福祉局福祉サービス部 

指導監査課指導監査第二係 

 電話 047-404-2712 

○千葉県国民健康保険団体連合会介護保険課 

苦情相談窓口：電話 043-254-7428 

 

８ 運営推進会議の設置 

設置者は、サービスの提供状況等について意見交換を行うための運営推進会議を設

置しています。 

構成 入居者、入居者の家族、地域住民の代表者、地域包括支援セ

ンター職員、事業主体の責任者等 

開催日 隔月 1 回開催 

議事録の作成 運営推進会議の内容等については議事録を作成し、配布い

たします。 
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９ 協力医療機関 

  当事業所では、入居者の指定する主治医との連携を基本としつつ、病状の急変、健

康管理等に備えて、以下の医療機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

名称 医療法人社団慶成会 千葉西クリニック 

診療科目 内科、精神科、老年内科 

所在地 千葉県船橋市習志野台１丁目１０－１ 

エトワール石川 1 階 

協力内容 居宅療養管理指導、緊急時往診、日常の健康相談、看護指

導 

 

１０ 緊急時の対応方法 

サービスの提供中に容体の急変等の緊急事態が発生した場合は、担当者は速やかに

必要な処置を講じると共に、事前に提出いただいた入居者の緊急連絡先、協力医療機

関、救急隊等に速やかに連絡をとります。 

 

１１ 事故発生時の対応 

サービス提供中に万が一事故が発生し、入居者の生命、身体、財産に損害が発生し

た場合には、不可抗力による場合を除き、速やかに入居者に対して、加入している保

険により損害を賠償します。但し、入居者に重大な過失がある場合は、賠償額を減ず

ることがあります。 

 

１２ 非常災害時の対応 

  非常災害時には、別途規定する災害マニュアル、消防計画に則って対応を行いま 

す。また、入居者参加の避難訓練を年２回実施します。 

緊急通報設備 緊急通報装置（トイレ、浴室のみ設置） 

消防用設備 自動火災報知機、スプリンクラー、誘導灯、消火器 

地震、火災等災害発生

時の対応 

別途災害マニュアル参照 
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１３ サービス利用にあたっての留意事項 

  サービスの利用にあたっては共同生活の秩序を保ち、規律ある生活を心掛けると共

に、下記に掲げる事項に留意してください。 

面会 7：00～21：00 

飲酒、喫煙 状態により、管理、提供場所等を決めさせていただきます。                   

金銭、貴重品の

持ち込み 

小遣い程度の金銭の持ち込みは可能ですが、紛失等の責任は負

いかねます。 

所持品の持ち込

み 

予めお申し出いただきます。尚、持ち込んだものについては記

名をお願いし、紛失等の責任は負いかねます。 

特に高額金品の持ち込みはご遠慮ください。 

外出 外出を希望される場合は、職員にお声掛けください。 

外出時は出来るだけ２２時頃までにお帰りください。 

居室、共用設備

の利用 

設備・備品は本来の用途に従って使用してください。これに反

した利用により破損した場合、弁済していただくことがありま

す。 

身体的拘束 

 

入居者又は他の入居者等の生命・身体を保護するために緊急や

むを得ない場合を除き、身体的拘束は行いません。 

やむを得ず身体的拘束を行う場合には、事前に本人及び身元引

受人に連絡し了承を得るものとし、併せて下記について記録し

ます。 

①やむを得ず身体的拘束を行う理由 

②身体的拘束の方法・内容 

③身体的拘束の開始日時、終了予定日時、終了日時 

④身体的拘束を行っている間の入居者の様子 

⑤身体的拘束に代わる方法について検討した処遇会議等の結果 

宗教活動 施設内での宗教活動は一切お断りします。 

ペット ペットの入館はご遠慮ください。 

 

１４ 第三者による評価の実施状況 

第三者による 

評価の実施状況 

１ あり 

実施日 2018 年 4 月 19 日 

評価機関名称 NPO 法人ヒューマンネットワーク 

結果の開示 １ あり     ２ なし 

２ なし 

 

１５ 重度化対応及び看取りに関する対応指針 

看取り介護の基本

理念 

 

入居者が重度化し、事業所において看取り介護を希望される

場合は以下を基本とします。 

① ご家族はじめ医療関係者、事業所の看護職員・介護職員

等と連携を取ります。 
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② 身体的・精神的苦痛や苦悩をできるだけ緩和し、最期ま

でその人らしく充実して納得して生き抜くことができる

よう支援します。 

③ 入居者の尊厳に十分配慮し、日々の暮らしが営めるよう

援助します。 

重度化の早期発見 

 

入居者の心身の状態変化に対し、適切で速やかな処置が行え

るよう、以下について対応し、日常的に入居者の健康管理を

行い、健康状態の把握に努めます。 

①バイタルチェックを実施します。 

②上記データー把握により、状態や急変をいち早く判断し

ます。 

緊急時の対応 

 

看護スタッフ等は、入居者の状態変化を確認した場合には、

必要に応じ緊急処置を行うとともに、以下のとおりオンコ

ール体制をとっている主治医又は協力医療機関（以下、併せ

て主治医という）への連絡、調整を行います。 

①入居者の状態を主治医に報告し、主治医からの指示を仰

ぎます。 

②主治医の指示に従い、投薬、様子観察、病院搬送等の対応

をします。 

重度化した場合の

対応 

主治医と連携を密にとり、搬送する場合の基準等を定め、以

下のとおり継続的な 

観察と迅速な対応を行います。 

①主治医にカンファレンスの実施と定期往診の実施を依頼

します。 

②主治医から、搬送する場合の基準が示された場合にはその

基準に従い、主治医指示の病院等への搬送、受診を行いま

す。 

終末期の判断と意

思確認 

主治医より終末期と判断され、入居者又はご家族等から入

院加療及び終末期においての要望が示された場合には、そ

の旨を主治医に伝えるとともに、主治医の協力体制のもと、

入居者やご家族の希望に沿った終末の迎え方を支援しま

す。 

事業所における 

看取りケア 

事業所で看取りを行うにあたり、入居者やご家族・主治医・

スタッフを交えた定期的なカンファレンスを行います。ま

た、状態変化が生じた場合も随時カンファレンスを行い、ご

家族とともに適切な支援を行います。 

① 主治医は定期的訪問診療の他、状態変化に応じ適宜訪問

診療を実施します。 
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② 事業所は主治医の説明、入居者やご家族の意向を踏まえ

終末期におけるサービス計画を作成し、これに基づいた

チームケアを実施します。変化の状態や介護上の注意点

等情報共有を滞りなく行い、入居者が安楽に過ごせるよ

う努めます。 

③ 状態変化があった際は速やかに主治医や家族に連絡を

し、都度ご家族の要望に沿えるよう努めます。 

④ 急変時は速やかに主治医やご家族に連絡をし、できる限

りご家族が看取れるよう努めます。 

 

１６ 契約の終了 

 

 

 

１ 契約の当然終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 入居者からの 

解約申入れ 

 

 

 

３ 入居者による 

契約解除 

以下の各号に掲げる事由が発生した場合には、契約は当然

に終了となります。 

（入居契約書抜粋） 

（契約の終了事由） 

一 入居者が死亡した場合 

二 要介護認定により入居者の心身の状況が自立又は要支

援１と判定された場合 

三 設置者が解散命令を受けた場合、倒産した場合又はや

むを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 

四 設置者が介護保険の指定を取り消された場合又は指定

を辞退した場合 

五 入居者が3ヶ月以上入院した場合 

 

（入居者からの中途解約） 

入居者は、本契約の有効期間中でも、契約終了を希望する

日の７日前までに設置者に書面にて通知することにより本

契約を解約することができます。 

 

（入居者からの契約解除） 

入居者は、設置者が以下の事項に該当する行為を行った場

合には、本契約を解除することができます。 

一 正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない

場合 

二 守秘義務等に違反した場合 

三 故意又は過失により入居者の身体、財産、信用等を傷

つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがた

い重大な事情が認められる場合 

 

 

 



 11 

４ 設置者による 

契約解除 

（設置者からの契約解除） 

設置者は、入居者又は身元引受人に次の事由があり、当該 

事由により入居者又は身元引受人との信頼関係が失われ 

たと判断したときは、本契約を解除することができます。 

一 入居に際し虚偽の説明を行う等の不正手段により入居

したとき 

二 月払いの利用料その他の支払いを正当な理由なく、２

ヶ月以上遅滞したとき 

三 入居者又はその関係者(身元引受人を含むがこれに限

らない)の言動が、他の入居者又は設置者の従業員に危

険、迷惑、不快を及ぼし、設置者から行為者にその是正を

求めるも行為者が繰り返し、これら行為に及ぶとき 

 四 本契約の条項に違反したとき 

五 その他本契約を継続することが困難な事由が生じたと

き 

２ 設置者は、入居者、身元引受人、連帯保証人又は返還 

金受取人が次の各号のいずれかに該当する場合には、本 

契約を直ちに解除することができます。 

一 第３０条の確約に反する事実が判明したとき  

二 本契約締結後に反社会的勢力に該当したとき 

３ 設置者は、身元引受人、連帯保証人又は返還金受取人 

が前項各号に該当した場合において本契約を解除する前

に入居者に身元引受人・連帯保証人又は返還金受取人の

変更を求めることができ、入居者がこれに応じたときは

本契約を解除しないことがあります。 

 

サービス提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

説明日         ２０  年   月   日 

 

             説明者                      

 

 

 私は、本書面に基づいて設置者から重要事項の説明を受け、サービス提供の開始に同

意しました。 

 

入居者                      

 

身元引受人                     


